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（１）全体の予算状況 （単位：千円、％）

令和３年度 令和４年度

当初予算額 当初予算額 増　減 増減率

(A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

（内訳） 企画費 1,004 994 △ 10 △ 1.0

防災費 2,733,065 3,309,161 576,096 21.1

（２）予算の内訳 （単位：千円、％）

令和３年度 令和４年度

当初予算額 当初予算額 増　減 増減率

(A) (B) (B)-(A) (B)-(A)/(A)

企画費 危機管理推進事業費 1,004 994 △ 10 △ 1.0

防災費 給与費 574,495 588,967 14,472 2.5

防災総務費 11,857 22,243 10,386 87.6

防災対策費 159,074 228,284 69,210 43.5

地震対策費 149,603 157,975 8,372 5.6

防災行政無線管理費 178,569 184,038 5,469 3.1

防災行政無線整備事業費 1,054,418 1,299,012 244,594 23.2

防災ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰ運航管理費 360,236 497,776 137,540 38.2

国民保護費 761 1,239 478 62.8

消防指導費 204,054 292,642 88,588 43.4

銃砲火薬ガス等取締費 20,070 20,818 748 3.7

災害救助費 19,928 16,167 △ 3,761 △ 18.9

合計 2,734,069 3,310,155 576,086 21.1

２　令和４年度当初予算について

比　　較

比　　較

576,086 21.12,734,069 3,310,155防災対策部（全体）
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令和４年度当初予算のポイント・主要事業 

 

 

１ 予算編成にあたっての基本的な考え方 

  南海トラフ地震はおおむね100～150年間隔で発生しており、前回の地震発生から80年近

くが経過した現在、次の地震発生の切迫性が年々高まりつつあります。また、気候変動に

よる地球温暖化等の影響により風水害が激甚化・頻発化しており、県内においても記録的

短時間大雨情報（120㎜/ｈ）が2019年以降毎年観測されるなど、「いつ」「どこで」風水

害が発生してもおかしくない状況です。 

  令和４年度は、こうした大規模な災害がいつ発生しても迅速かつ的確に対応することが

できるよう、組織体制を強化し、①情報収集力の強化、②分析・対策力の強化、③知見や

教訓の災害対応への活用、④市町の災害対策活動強化の支援に取り組むとともに、災害対

策本部オペレーション機能の強化に向けた調査を行い、災害即応力のより一層の強化に取

り組みます。 

  また、人口減少や高齢化・過疎化の進行により、地域防災力の低下や災害時の避難行動

に支援を要する人の増加が想定されることから、地域の防災活動への若い世代の参画を進

めるとともに、体験型の防災啓発などにより県民の防災意識を醸成することで、地域防災

力の向上に取り組みます。 

  さらに、近年の大規模な災害の発生により、消防に寄せられる県民の期待はますます大

きくなっており、消防学校の教育訓練にＤＸを活用することで、知識・技術をより効果的、

効率的に習得できる環境を整え教育効果を向上させることで、災害発生等の緊急時に重要

な消防職団員等の消防力のさらなる強化を図ります。 

 

 

２ 主な重点項目 

（１） 災害等に対する即応力の強化 

 ①（一部新）災害即応力強化推進事業           予算額 ４１，８７５千円 

                            [災害対策課（224-2189）] 

   いつ大規模災害が発生しても迅速かつ的確に対応することができるよう、組織体制

の強化や実践的な大規模防災訓練の実施等、訓練の充実を図るとともに、情報収集、

分析・対策立案をより効果的に実施するための機器整備等を行い、災害に対する即応

力の一層の強化を図ります。また、市町や国、防災関係機関等と連携した災害対応が

迅速に実施できるよう、災害対策活動のオペレーション機能の強化に向けた調査等を

実施します。 

 

（２） 地域防災力の向上 

 ①（新）持続可能な社会づくりに向けた若年層の防災意識の向上事業 

                             予算額 ８，２７３千円 

（「みえ防災・減災センター」事業の一部） 

                       [防災企画・地域支援課（224-2185）] 

   若年層の防災意識の向上を図るため、地域の防災活動に主体的に取り組む「みえ学

生防災啓発サポーター」として県内の学生等を育成するとともに、サポーターが自ら

の活動を情報発信することにより、地域の防災活動への若者の参画を促進します。 
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 ②地域防災力向上支援事業               予算額 ５０，６８５千円 

                       [防災企画・地域支援課（224-2185）] 

   地震の揺れを体験できる防災啓発車の更新を行い、より機動的に防災啓発を実施す

るとともに、地区防災計画の作成促進や自主防災組織の活動支援などにより、地域防

災力の向上を進めます。 

 

（３）消防力の充実・強化 

 ①（一部新）消防職団員教育訓練費            予算額 １６，７０５千円 

                            [消防学校（059-374-1821）] 

   消防学校において、県内消防防災体制の充実･強化を図るため、消防職団員等に対し

各種教育訓練を実施し、知識・技術の習得を図ります。また、映像やデータなどデジ

タル教材を活用したより高度な座学や実技等の教育訓練を実施します。 
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